
防人１第３３９９号

６１． ６．２５

改正 人１第３３８０号

６２． ６．３０

人１第１６８４号

６３． ３．２５

人１第２０１５号

６３． ４． ８

人１第１２４２号

１ ． ３ ． １ ６

防人１第５９６２号

２ ． １ １ ． １ ９

人１第１９６１号

３ ． ４ ． １ ２

防人１第６２２０号

３ ． １ １ ． １

人１第２２００号

４ ． ４ ． １ ０

防人１第 ４６０号

５ ． ２ ． １

人１第１８３７号

５ ． ３ ． ３ ０

人１第３２３０号

５ ． ５ ． ２ ８

人１第４３３９号

５ ． ７ ． ２ ３

防人１第６９３７号

５ ． １ １ ． ３ ０

人１第１７３６号

６ ． ３ ． ２ ８

人１第１１３９号

７ ． ３ ． ９

防人１第２９９０号

８ ． ６ ． ３

防人１第 １８７号

９ ． １ ． ２ ０



防人１第４１６６号

１０． ７．３１

防人１第６２８２号

１０．１２． ８

防人１第６４１７号

１０．１２．１６

防人１第１７１６号

１１． ３．２９

防人１第４６４１号

１２． ８． １

防人１第７５７７号

１５． ９．１０

防人１第３４０８号

１６． ４． １

防人１第２３７０号

１８． ３．２７

防人計第７４７７号

１８． ７．３１

防人計第 ３５４号

１９． １． ９

防人計第８４４４号

１９． ９． １

防人服第７１６１号

２１． ６． ９

防人服第１４４２４号

２１．１２．２４

防人服第１４４５３号

２３．１２． １

防官文（防）第２号

２７．１０． １

防人服（防）第１６３号

２ ８ ． ３ ． ２ ８

防人服（防）第１６７号

２ ８ ． ３ ． ２ ９

防人服（防）第２２２号

２ ８ ． ４ ． ２ ２



防人服（防）第４３１号

２ ８ ９ ． ５

防人服（事）第１７２号

２ ９ ． ４ ． １ ０

防人服（防）第１５４号

３ ０ ． ３ ． ２ ７

防人服（防）第２１２号

令 和 ２ 年 ６ 月 ４ 日

防人服（防）第２５８号

令 和 ３ 年 ９ 月 ３ 日

防人服（防）第２７４号

令 和 ６ 年 ３ 月 ２ ８ 日

長 官 官 房 長

施 設 等 機 関 の 長

各 幕 僚 長

統合幕僚会議議長 殿

技 術 研 究 本 部 長

調 達 実 施 本 部 長

防 衛 施 設 庁 長 官

防 衛 庁 長 官

防衛記念章の制式等に関する訓令に規定する防衛大臣が別に定め

る職等について（通達）

標記について、下記のとおり定める。

記

１ 防衛記念章の制式等に関する訓令（昭和５６年防衛庁訓令第４３号。以下

「訓令」という。）別表第２第１６号防衛記念章の項から第１８号防衛記念

章の項までに規定する表彰には、累積功績により表彰を受けた場合を含み、

表彰を受けた部隊等（訓令第２条第２号に規定する部隊等をいう。）に所属

し、又は所属していた隊員であって当該表彰に係る功績に貢献したと認めら



れる者に限るものとする。

２ 訓令第２条第３号及び第４号に規定する「防衛大臣の定める職」は、次表

の左欄に掲げる区分に応じ、同表の右欄に規定する職とする。

区 分 職 名

訓令第２条 陸上自衛隊、海上自衛隊及び航空自衛隊の部隊又は機関の長

第３号 共同の部隊の長 情報本部の通信所長 地方防衛事務所の

長 防衛装備庁の施設等機関の長

訓令第２条 統合幕僚長 陸上幕僚長 海上幕僚長 航空幕僚長 情報本

第４号 部長 陸上自衛隊、海上自衛隊及び航空自衛隊の部隊又は機

関の長 共同の部隊の長 陸上自衛隊の機関の部長又は隊長

航空自衛隊の機関の部長又は課長 航空自衛隊の部隊の班
長

３ 訓令別表第２第１９号防衛記念章の項から第２３号防衛記念章の項までに

規定する「防衛大臣が別に定めるもの」は、次表の左欄に掲げる防衛記念章

の区分に応じ、同表の右欄に規定する職とする。ただし、組織改編等により

廃止された職であって、同表の右欄に定められている職については、なお従

前の例による。

区 分 職 名

第 １ ９ 号 学校長 処長 病院長 教育訓練研究本部長 補給統制本部長 補

防衛記念章 給本部長

第 ２ ０ 号 学校長 処長 病院長 自衛隊地方協力本部長 方面総監部及び師

防衛記念章 団司令部の所在地の駐屯地司令

第 ２ １ 号 分校長 処長 支処長 病院長 旅団司令部の所在地の駐屯地司令

防衛記念章 自衛隊地方協力本部長 所長 試験場長

第 ２ ２ 号 隊長 支処長 隊司令 自衛艦の長 所長 支所長 出張所長 試

防衛記念章 験場長

第 ２ ３ 号 編制上１尉である隊長 自衛艦の長 第２種支援船の長 所長 出

防衛記念章 張所長

４ 訓令別表第２第２４号防衛記念章の項から第２８号防衛記念章の項までに

規定する「防衛大臣の定める職」は、次表の左欄に掲げる防衛記念章の区分

に応じ、同表の右欄に規定する職とする。

区 分 職 名

第 ２ ４ 号 統合幕僚長 陸上幕僚長 海上幕僚長 航空幕僚長 情報本

防衛記念章 部長

第 ２ ５ 号 学校の部長



防衛記念章

第 ２ ６ 号 学校、補給本部、補給処又は病院の部長 補給処の課長 学

防衛記念章 校の隊長

第 ２ ７ 号 学校又は補給処の部長 学校、補給処又は病院の課長 学校

防衛記念章 の隊長

第 ２ ８ 号 作戦情報隊の班長 硫黄島航空基地隊の班長

防衛記念章

５ 訓令別表第２第２９号防衛記念章の項から第３８号防衛記念章の項までに

規定する「防衛大臣が別に定めるもの」は、防衛省本省の内部部局、統合幕

僚監部（統合幕僚学校を除く。）、陸上幕僚監部、海上幕僚監部、航空幕僚

監部、情報本部（通信所を除く。）、防衛監察本部、防衛装備庁の内部部局、

防衛庁設置法等の一部を改正する法律（平成１７年法律第８８号）第１条の

規定による改正前の統合幕僚会議事務局、防衛省設置法等の一部を改正する

法律（平成２７年法律第３９号）第１条の規定による改正前の技術研究本部

（研究所、先進技術推進センター及び試験場を除く。）若しくは装備施設本

部又は内閣官房、内閣府若しくは国家行政組織法（昭和２３年法律第１２０

号）第１条に規定する国の行政機関（防衛省を除く。）にそれぞれ１年以上

勤務し、その間の勤務成績が良好であった者とする。

６ 訓令別表第２第３０号防衛記念章の項及び第３３号防衛記念章の項に規定

する「防衛大臣が定めるもの」は、前項に規定する者のほか、防衛庁設置法

等の一部を改正する法律（平成１７年法律第８８号）第１条の規定による改

正前の統合幕僚会議事務局又は情報本部（通信所を除く。）から引き続き統

合幕僚監部（統合幕僚学校を除く。）又は情報本部（通信所を除く。）に勤

務した者であって、防衛記念章の制式等に関する訓令に規定する長官が定め

る職等についての一部改正について（防人１第２３７０号。１８．３．２

７）による改正前の第２６号防衛記念章の着用資格のない者が通算して１年

以上勤務し、その間の勤務成績が良好であった者とする。

７ 訓令別表第２第３７号防衛記念章の項に規定する「防衛大臣が定めるも

の」は、第３項に規定する者のほか、防衛省設置法等の一部を改正する法律

第１条の規定による改正前の技術研究本部（研究所、先進技術推進センター

及び試験場を除く。）又は装備施設本部から引き続き防衛装備庁の内部部局

に勤務した者であって、防衛省設置法等の一部を改正する法律の施行に伴う

関係通達（大臣通達）の整備等について（防官文（防）第２号。２７．１０．

１）による改正前の第２９号防衛記念章又は第３０号防衛記念章の着用資格

のない者が通算して１年以上勤務し、その間の勤務成績が良好であった者と



する。

８ 訓令別表第２第３９号防衛記念章の項及び第４０号防衛記念章の項に規定

する「防衛大臣が別に定めるもの」は、国家公務員退職手当法（昭和２８年

法律第１８２号）第７条及び防衛省の職員の給与等に関する法律（昭和２７

年法律第２６６号）第２８条の２第４項の規定の例により計算した勤続期間

が第３４号防衛記念章にあっては２５年以上、第３５号防衛記念章にあって

は１０年以上である者とする。

９ 第３９号防衛記念章及び第４０号防衛記念章は、２５年又は１０年勤続す

ることとなる月後における最初の１１月１日（２５年又は１０年勤続するこ

ととなる月が１１月である者にあってはその月の１日）から着用することが

できる。ただし、その日以前１年間に懲戒処分を受けた者については、当該

懲戒処分を受けた日から１年を経過した日後における最初の１１月１日から

着用することができる。

10 訓令別表第２第４１号防衛記念章の項に規定する「防衛大臣が別に定める

もの」は、在外公館に１年以上勤務し、又は外国において調査研究若しくは

連絡調整の業務に１年以上従事し、その間の勤務成績が良好であった者とす

る。

11 訓令別表第２第４２号防衛記念章の項に規定する「防衛大臣が別に定める

もの」は、ソマリア沖・アデン湾において、海賊行為に対処するために海上

における警備行動又は海賊対処行動に従事した者とする。

12 訓令別表第２第４３号防衛記念章の項に規定する「防衛大臣が別に定める

もの」は、次に掲げる者とする。

⑴ 東日本大震災（平成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震

及びこれに伴う原子力発電所の事故による災害をいう。）に際して災害派

遣の命令に伴う活動に従事した者

⑵ 平成２８年熊本地震に際して災害派遣の命令に伴う活動に従事した者

13 訓令別表第２第４４号防衛記念章の項に規定する「防衛大臣が別に定める

もの」は、次に掲げる者とする。

(1) 「ペルシャ湾への掃海艇等の派遣について」（平成３年４月２４日閣議

決定）に基づき、ペルシャ湾における機雷の除去及びその処理を行うこと

を目的として派遣された者

(2) 国際連合の要請に基づき、対イラク化学兵器査察団に参加した者

(3) 国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律（平成４年法律第７

９号）第９条第４項又は第１３条第２項の規定に基づき、国際平和協力業

務に従事するため派遣された者又は同法第２７条第１項の規定により派遣

された者で国際連合の業務に従事した者



(4) 国際機関等に派遣される防衛省の職員の処遇等に関する法律（平成７年

法律第１２２号）第２条第１項の規定により派遣された者で外国において

行う業務に従事した者

(5) 国際緊急援助隊の派遣に関する法律（昭和６２年法律第９３号）第４条

第２項の規定に基づき、国際緊急援助隊として派遣された者及び国際緊急

援助活動を行う人員又は当該活動に必要な機材その他の物資の海外の地域

への輸送の職務に従事した者

(6) 「遺棄化学兵器問題に対する取組について」（平成１１年３月１９日

閣議決定）又は「遺棄化学兵器問題に関する基本方針について」（平成２

７年３月２４日閣議決定）に基づき、遺棄化学兵器の廃棄処理事業に派遣

された者で外国において行う業務に従事した者

(7) 防衛省設置法（昭和２９年法律第１６４号）第４条第１項第３２号又は

防衛省設置法等の一部を改正する法律（平成２７年法律第３９号）第１条

の規定による改正前の防衛省設置法第４条第１号、第９号若しくは第１８

号の規定により外国において行う外国政府の能力の向上に資する業務に従

事するため派遣された者

14 訓令別表第２第４７号防衛記念章の項に規定する「防衛大臣が別に定める

もの」は、次に掲げる者とする。

(1) 即位の礼に関する業務に従事した者

(2) 大喪の礼に関する業務に従事した者

(3) 平成２０年以降に開催された主要国首脳会議に関する業務に従事した者

(4) 令和元年以降に開催された金融・世界経済に関する首脳会合に関する業

務に従事した者

(5) オリンピック競技大会の運営に関する業務に従事した者

(6) パラリンピック競技大会の運営に関する業務に従事した者

(7) ワールドカップサッカー大会の運営に関する業務に従事した者

(8) ラグビーワールドカップ大会の運営に関する業務に従事した者

(9) 自衛官の部外における運動競技会等への公務での参加について（防人教

第１１３５号。１５．２．１９）第１項第１号の規定に基づきオリンピッ

ク競技大会の競技に関する業務に従事した者

15 訓令別表第２第４８号防衛記念章の項に規定する「防衛大臣が別に定める

もの」は、外国において行う訓練に従事した者（実習員を除く。）及び南極

地域への輸送に関する業務に従事した者とする。

16 廃止前の防衛記念章の制式等に関する訓令に規定する別に定める職等につ

いて（通達）（防人１第４４９５号。５７．９．７）により、防衛記念章を

着用することができることとされている職にあった者の防衛記念章の着用に



ついては、なお従前の例による。


